
注：◎は新規施策分
○は大幅増額分
（　　　）は累計額

単位：千円

１．熊本地震被災地支援・県内緊急防災対策の推進 １３，７００

１ ◎ 熊本地震ボランティア派遣事業費（保健福祉部　保健福祉課） ２，７００

被災地の復旧支援を行うため、ボランティア派遣に要する費用を補助する。
実施主体 （福）県社会福祉協議会
派遣先 熊本県嘉島町（予定）
運行回数 9回（大型バス1台）
派遣人数 360人（予定）
事業期間 28年7月～29年3月
補助率 県1/2

２ ◎ 木造住宅耐震診断緊急促進事業費（土木部　建築住宅課） １１，０００

民間木造住宅の耐震化を促進するため、市町が実施する木造住宅の耐震診断技術者
派遣事業に対し助成を行う。

補助対象
熊本地震後の県民の要望を踏まえS56年5月以前に建築又は着工した一戸建ての
木造住宅に対する耐震診断を派遣制度で実施した市町

対象戸数 1,000戸
補助率 市町負担額の1/2（上限1.2万円/戸）

平成２８年度６月補正予算について
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２．重要課題への対応強化 １，２０１，４７０

（１）地域医療の充実 １２１，３９７

３ ◎ ドクターヘリ拠点整備事業費（保健福祉部　医療対策課） ５６，３７５

県立中央病院及び松山空港においてドクターヘリコプター導入に向けた体制整備を行う。
県立中央病院の改修・ドクターヘリ搭載医療機器等の購入に係る負担金、無線機器の整備

４ ◎ ドクターヘリ基地病院整備事業費（企業会計）（公営企業管理局　県立病院課）
４５，７５６

ドクターヘリコプターの基地病院となる県立中央病院に必要な機器等を整備する。
県立中央病院の改修

内容 運航管理補助室、パイロット等待機室、風向風速計　など
ドクターヘリ搭載医療機器等の購入

内容 携帯型超音波診断装置、ポータブル人工呼吸器　など

５ ◎ 県立新居浜病院整備基本計画策定費（企業会計）（公営企業管理局　県立病院課）
１９，２６６

県立新居浜病院の老朽化対策に着手するため、整備基本計画を策定する。
整備基本計画策定委員会（仮称）の開催（年3回）

構成 7人（県、新居浜市、愛媛大学、新居浜市医師会　など）
内容 整備方針、スケジュール等の検討

（２）介護サービスの拡充 ６７，０６８

６ ○ 介護雇用プログラム推進事業費（保健福祉部　長寿介護課） ２０，２３７

介護職員の安定的な確保のため、働きながら介護分野の資格を取得できる介護雇用
プログラムを実施する。

事業内容 求職者の登録、介護事業所等への人材派遣、初任者研修の実施　など
委託先 人材派遣会社
（地域医療介護総合確保基金を充当）

７ ◎ 地域の介護人材参入・定着促進事業費（保健福祉部　長寿介護課）
７，６２０

地域の多様な介護人材の就労と介護職員の職場定着を促進するため、中高年齢者等
への入門研修を実施するとともに、介護従事者の資格取得等を支援する。

入門研修・就労支援事業
事業内容 介護等人材確保事業連携会議の開催（年2回）

介護入門研修・職場体験実習の実施（東・中・南予　各1回）
対象者 就労意欲のある中高年齢者等

介護職員初任者研修受講促進事業
補助対象 研修の受講費用
補助人数 50人
補助率 県2/3（事業者1/3）

（地域医療介護総合確保基金を充当）

(76,309)
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８ ◎ 働く家族の介護力強化事業費（保健福祉部　長寿介護課） ５，８７２

働く家族や経営者等を対象としたセミナー等を開催し、介護に関する理解促進を図る
とともに、介護や生活支援の担い手養成を目指す。

働く家族の介護力強化セミナーの開催
働く家族向けセミナー（東・中・南予　各2回）

対象者 企業の従業員、農林漁業協同組合の組合員、医療従事者　など
経営・人事管理者向けセミナー（東・中・南予　各1回）

働く家族・経営者・専門家等による協議会の開催（年2回）
構成 8人（働く家族、経営者、介護専門家、セミナー参加者　など）

委託先 （一社）県法人会連合会
（地域医療介護総合確保基金を充当）

９ 福祉・介護人材確保対策事業費（保健福祉部　保健福祉課） ３，５８０

離職した介護職員の再就職を促進するため、復職支援に係る情報発信や情報交換の
場の提供などを実施する。

事業内容 ラジオでの情報発信、情報交換会の開催、届出制度の周知・広報　など
（地域医療介護総合確保基金を充当）

１０ 介護人材研修等支援事業費（保健福祉部　長寿介護課） ２，４１８

介護職員の介護サービスの向上や地域包括ケアを推進する人材の育成を図るため、
関係団体等が行う人材養成を支援する。

看護職員の研修支援事業
事業主体 県看護協会
事業内容 看取り研修、看護リーダー研修
対象者 介護施設に勤務する看護職員

地域包括ケア推進人材育成事業
事業主体 県理学療法士会、県作業療法士会、県言語聴覚士会
事業内容 介護予防推進リーダー研修、地域包括ケア推進人材育成研修　など
対象者 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士

補助率 県10/10
（地域医療介護総合確保基金を充当）

１１ ◎ 介護業務支援機器導入促進事業費（保健福祉部　長寿介護課） ５，１７５

介護従事者の負担軽減・業務の効率化を図るため、介護事業所への介護支援機器の
導入を支援する。

介護ロボット導入支援事業
補助対象者 県内の介護サービス事業者
対象機器

移乗介護、移動支援、排せつ支援、見守り、入浴支援で介護従事者の負担
軽減効果のあるもの　など

補助率 県1/2（上限10万円）
介護ロボット導入研修事業

事業内容 介護ロボットの機能や安全性・効果等を伝えるセミナー等の開催
場所 県総合社会福祉会館

（地域医療介護総合確保基金を充当）

１２ ◎ 介護情報提供体制構築事業費（保健福祉部　長寿介護課） ２２，１６６

介護者や高齢者等に対し、介護サービスや制度に関する情報を提供するため、スマホ
アプリの開発等を行う。

介護情報スマホアプリ等の開発
事業内容 相談窓口や介護サービス・施設の情報、地域の様々な活動等の情報

を掲載し、利用者の居住地・年齢・介護度等の状況に応じて必要な
情報を紹介

運用開始 29年3月
介護事業者向けコンテンツ作成に向けたニーズ調査　など
（地域医療介護総合確保基金を充当）

(31,616)

(23,383)
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（３）子育て支援、教育等の充実 ４８１，５３４

１３ ○ 保育対策総合支援事業費（保健福祉部　子育て支援課） ３４８，１００

保育士資格取得のための修学資金の貸付等を行い、保育士の確保を図るため、貸付事業
実施者に対し貸付原資等の補助を行う。

実施主体 （福）県社会福祉協議会
保育士修学資金貸付事業

事業内容 指定保育士養成施設に在学する学生に対する修学資金の貸付
未就学児を持つ保育士に対する保育所復帰支援事業

事業内容 未就学児を持つ潜在保育士が保育所等へ勤務を希望する場合の保育
料の一部の貸付

潜在保育士の再就職支援事業
事業内容 保育所等への勤務が決定した潜在保育士に対する就職準備金の貸付

保育補助者雇上支援事業
事業内容 保育事業者が保育士の雇用管理改善等のため、子育て支援員等を

雇い上げる費用の一部の貸付
負担区分 国9/10　県1/10

１４ ◎ 地域創生人材育成事業費（経済労働部　労政雇用課） １２１，９４１

産業人材の定着と生産性の向上を図るため、産学官労が連携し、地域の創意工夫を
活かした人材育成の取組みを推進する。

地域創生人財育成協議会（仮称）の開催（年3回）
構成 17団体（経済団体、大学、国、県、市、労働者団体）

今治地域の造船人材の育成
事業内容 調査・分析、職業訓練、技能評価、人材確保支援
委託先 （一社）日本中小型造船工業会

東予地域のプラントメンテナンス人材の育成
事業内容 調査・分析、職業訓練、技能評価
委託先 （公財）えひめ東予産業創造センター

松山地域の情報サービス産業人材の育成
事業内容 調査・分析、職業訓練
委託先 県情報サービス産業協議会

おもてなし人材の育成
事業内容 調査・分析、職業訓練、人材確保支援
委託先 専門学校

事業期間 28～30年度
負担区分 国10/10

１５ ◎ スーパープロフェッショナルハイスクール推進事業費（教育委員会　高校教育課）
８，０１４

社会の第一線や地元企業で活躍する専門的職業人を育成するため、地域と連携した
実践的な研究等を推進する。

対象校 今治工業高等学校（28年度は1年生のみ対象）
事業期間 28～30年度
事業内容

地元企業や大学、研究機関等との連携による技術指導、講習
アドバイザーの配置（1人）、運営指導委員会の開催（年3回）　など

負担区分 国10/10

(556,032)
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１６ ◎ 学校給食地域食文化継承モデル事業費（教育委員会　保健体育課）
３，４７９

地産地消の推進及び伝統的食文化の継承を図るため、学校給食における地場産物の
活用率向上や郷土料理の提供機会の拡大を図る。

モデル事業推進委員会の開催（年2回）
構成 13人（県、学識経験者、PTA、アドバイザー、栄養教諭　など）

郷土料理の調理実習及び調理手順の講習
時期 28年8月、29年1月
場所 モデル地域（宇和島圏域）内の調理場
対象者 県、栄養教諭、調理員

市町モデル事業推進ワーキンググループ会議の開催（年7回）
構成 25人（県、市町、生産者、アドバイザー、栄養教諭　など）
内容 地場産物や郷土料理を学校給食で活用するための手法の検討　など

先進地視察の実施
食育ステップアップ研修会の開催

時期 29年2月
場所 にぎたつ会館
内容 成果発表、講演、意見交換

負担区分 国10/10

（４）農林水産業の振興 ３８４，７２７

１７ ◎ 産地収益力強化支援事業費（農林水産部　農産園芸課） ３２２，８６７

地域農業再生協議会等が策定する産地パワーアップ計画に基づき、産地の収益力向上に
向けた取組みを総合的に支援する。

事業主体 市町
実施主体 産地パワーアップ計画に位置付けられた意欲ある農業者等
補助対象 高収益な作物・栽培体系への転換を図る取組みに必要な機械や機器のリース

導入に要する経費、施設整備に必要な経費、改植時に必要な経費　など
補助率 （公財）日本特産農産物協会1/2以内・定額（39万円/10a、45万円/10a）

１８ ◎ 中山間地域等担い手収益力向上支援事業費（農林水産部　農産園芸課）
７，５２７

認定農業者等が策定する収益力向上計画に基づき、収益力の高い作物を導入する
取組み等を支援し、中山間地域等における担い手の収益力向上を図る。

事業主体 市町
実施主体 認定農業者、集落営農　など
対象地域 中山間地域等
事業内容

新たに借り受ける農地への作物導入や既存農地での作物転換のための土づくり　など
補助単価 5万円/10a

既存農地における作物の価値向上に向けたパッケージデザインの作成　など
補助単価 5万円/10a（上限200万円）

補助率 国10/10

１９ ◎ 加工用みかん原料安定供給連携体制構築事業費（農林水産部　農産園芸課）
４０，０００

加工原料用うんしゅうみかんの安定供給と農家所得の安定を図るため、生食用果実を
加工用に仕向けた際の経費を支援する。

事業主体 県果実生産出荷安定協議会
対象果実 生食用として出荷されたうんしゅうみかんのうち加工用に仕向けた調整果実
対象数量 4,000t
補助単価 10円/kg
補助率 県1/6（国1/2　JA等1/3）
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２０ ◎ 森林認証材供給体制構築支援事業費（農林水産部　林業政策課）
６，０００

県産材の需要拡大を図るため、森林・林業・木材事業関係者の森林認証取得を促進し、
県内における森林認証材の生産・供給体制を構築する。

FM認証取得支援事業
事業主体 県林材業振興会議
補助対象 FM認証取得経費、取得指導・管理経費

COC認証取得支援事業
事業主体 木材市場、木材加工業者　など
補助対象 COC認証取得経費

補助率 県1/2以内
（森林環境保全基金を充当）

２１ ◎ 伊予の媛貴海流通体制構築モデル事業費（農林水産部　漁政課）
８，３３３

「伊予の媛貴海」の高品質流通体制を確立するため、先進的設備の導入をモデル的に
支援する。

事業主体 愛南町
実施主体 愛南漁業協同組合
整備内容 特殊製氷装置
補助率 県1/6（国1/2　愛南町1/6　事業者1/6）

（５）その他 １４６，７４４

２２ ○ 公共交通施設バリアフリー化支援事業費（企画振興部　交通対策課）
２５，６６６

障がい者や高齢者等が公共交通機関を円滑に利用できるよう、JR新居浜駅のバリアフリー化
に要する経費の一部を補助する。

実施主体 四国旅客鉄道(株)
対象設備 JR新居浜駅(エレベータ2基、跨線橋改修、多機能トイレ　など)
事業期間 28年7月～29年3月
負担区分 県1/6(国1/3　市1/6　事業者1/3)

２３ ◎ 愛南庁舎移転経費（土木部　土木管理課） ５１，９６０

愛南庁舎の愛南町新庁舎への移転に伴い必要となる移転工事等を行う。
移転時期 28年8月

２４ ○ 県税システム改修事業費（総務部　税務課） ６９，１１８

税制改正により法人県民税及び法人事業税の申告様式等が変更になるため、県税
システムの改修を行う。

改修期間 28年7～12月
運用開始 29年1月

(55,666)

(233,494)
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３．公共事業の追加による県内景気の下支え ９，８９９，８６３

２５ ○ 道路橋りょう新設改良費（土木部　道路建設課・道路維持課）
５，８０７，６４５

道路改築事業費 2,261,145千円
国道379号（砥部町）　など　36か所
（国6.5/10・6/10　県3.5/10・4/10）

橋りょう補修事業費 1,547,643千円
新居浜土居線（四国中央市）耐震補強　など　81か所
（国6/10・5/10　県4/10・5/10）

災害防除事業費 999,489千円
西土佐松野線（松野町）トンネル補修工　など　23か所
（国6/10・5/10　県4/10・5/10）

交通安全施設等整備事業費 854,591千円
八幡浜宇和線（八幡浜市）　など　33か所
（国6/10　県4/10）

舗装補修事業費 144,777千円
松山港線（松山市）　など　18か所
（国6/10　県4/10）

２６ ○ 地域高規格道路大洲・八幡浜自動車道整備事業費（土木部　道路建設課）
３７８，４７８

施工箇所 国道197号大洲・八幡浜自動車道
八幡浜道路 (八幡浜市郷～大平）
夜昼道路 (大洲市平野～八幡浜市郷）
大洲西道路（仮称） (大洲市北只～平野）

事業内容 八幡浜道路 ： 道路改良工、橋りょう下部工
夜昼道路 ： 橋りょう詳細設計　など
大洲西道路（仮称） ： 改良予定線認可資料作成

負担区分 国5.5/10・1/3　県4.5/10・2/3

２７ ○ 河川改良費（土木部　河川課） ４３７，３２９

河川改修費
肱川（大洲市）県道橋附帯工　など　22か所
（国1/2　県1/2）

２８ 河川堤防緊急改築事業費（土木部　河川課） １０５，２６２

中山川（西条市）堤防補強　など　6か所
（国1/2　県1/2）

２９ ○ 海岸保全費（土木部　港湾海岸課） ３１８，０５０

海岸保全施設整備事業費
波止浜海岸（今治市）護岸改良　など　5か所
（国1/2　他1/6・0　県2/6・1/2）

３０ 砂防費（土木部　砂防課） ６３１，６９１

地すべり対策事業費 196,691千円
本村地区（大洲市）集水井工　など　12か所
（国1/2　県1/2）

急傾斜地崩壊対策事業費 435,000千円
丸之内地区（宇和島市）擁壁工　など　40か所
（国45/100・40/100　他1.8/100　県53.2/100・58.2/100）

(2,126,319)

(15,095,911)

(872,042)

(784,210)

(1,257,880)

(4,290,030)
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３１ 港湾建設費（土木部　港湾海岸課） ６７，８４４

港湾整備事業費
東予港（西条市）防波堤　など　4か所
（国4/10・1/3　他2/10・2/9　県4/10・4/9）

３２ ○ ＪＲ松山駅付近連続立体交差事業費（土木部　都市整備課）
１，００５，１６０

JR松山駅付近連続立体交差事業
実施期間 21～32年度
事業内容 仮設橋りょう撤去　など
負担区分 国6/10　松山市1/8　県2.75/10

３３ ○ 街路事業費（土木部　都市整備課） ３０１，４４９

都市計画街路事業費
余戸北吉田線（松山市）
（国6/10　他0.8/10　県3.2/10）

３４ 森林そ生緊急対策事業費（農林水産部　森林整備課） ４９４，５５９

森林そ生緊急対策基金等を活用して、木材加工流通施設等の整備など、森林そ生対策
事業や林業躍進プロジェクトを実施する。

３５ ○ 水道施設耐震化等促進事業費（県民環境部　環境政策課） ３５２，３９６

事業主体 市町
事業内容 上灘地区（伊予市）送・配水管整備　など　7か所
補助率 国4/10・1/3・1/4

(5,530,141)

(1,376,651)

(3,937,359)

(1,230,127)

(799,129)
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